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Palier and Thelen（2010）は近年のドイツ資本主義システムの変容を概観し，これを周辺労働者

と中核労働者から成る「二重構造の制度化」と捉えた。システム変容の契機は，ドイツ経済モデル

の中核である自動車企業や工作機械企業といった製造業における輸出大企業が，アウトソーシング

や非正規労働力を活用し始めたことであった。これを一因として拡大した第二労働市場は，その必

要性を明確に支持する政策によって制度化された。これが「ハルツ改革」と呼ばれる2000年代前

半の大規模な労働市場・福祉制度改革である。非正規労働者を主とする周辺労働者は，高技能の正

規労働者をはじめとする中核労働者が属する雇用関係，雇用保護システム，社会保障システムから

政策的に隔てられることとなった。

ハルツ改革が「雇用の奇跡」（Jobwunder）と呼ばれる失業率低下と成長率回復をもたらしたとい

われる一方で，ドイツにおける非正規労働者の割合は加速度的に増加した。なかでも，ドイツ経済

モデルの中核といわれる自動車や工作機械などを含む金属・電機産業においては，派遣労働者が急

増した。ハルツ改革の一環として労働者派遣法が規制緩和された後，経営者が派遣労働を積極的に

活用するようになったのである。これに伴い，複数の問題が現出した。例えば，相対的に低水準に

抑制された派遣労働者の賃金が派遣先正規労働者の労働条件に与える悪影響や，派遣労働の著しい

精神的・肉体的負荷が挙げられる。金属・電機産業の労働組合であるIG Metallは，これらの問題に

対処するために，派遣労働者の待遇改善に乗り出した。

本稿のねらいは，ハルツ改革後の派遣労働に対するIG Metallの問題意識と取組みを概観し，その

志向性を明らかにすることにある。規制緩和が非正規雇用の拡大をもたらしたことは共通認識とな

っている（大重［2007］）一方で，そのような状況に対する労働組合の具体的な取組みを扱った研
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究は少ない。しかし，緒方（2008）によって指摘されるように，伝統的に正規労働者を中心とし

た組合であるIG Metallが，組合内部では比率を高めつつも依然として少数派である派遣労働者に関

わる問題にどのように，どの程度取り組むことができるのかは，労働組合の新たな試みとして見逃

すことができない論点である。また，Turner（2009）がいうように，制度変化に伴って労働組合

の組織基盤が崩壊してきた，ないしは依然として安定しているという２つの主張のいずれかに与す

る議論はいずれも極端であり，制度と組合活動の相克に注目することこそが興味深い論点である。

それゆえ，規制緩和後の制度枠組みに対し，主要アクターたるIG Metallがどのような志向性をもっ

て反応してきたかは注目に値する。その志向性として，以下の２つの可能性が考えられる。

第１に，規制緩和された労働市場を，再び規制された状態に押し戻すことを志向する試みである。

これは具体的には，「入口規制」と「出口規制」，つまり利用事由規制と派遣期間・更新回数制限と

いう規制の核心を導入することを視野に入れた活動を意味する。IG Metallがハルツ改革，つまり

「二重構造の制度化」の流れに対して辛辣な批判を向けてきたことから素直に導かれる進路である

といえよう。

第２に，規制緩和によって生じた社会環境に順応することを志向する試みである。これは，あく

までハルツ改革によって生じた制度環境の枠内で，つまり派遣労働が柔軟な雇用形態であり，労働

力も安価であることを理由に，これを積極的に活用しようとする経営者の選択を所与のものとしつ

つ，妥協点を労働者により有利な点に引き寄せようとする動きである。

IG Metallの取組みがいずれの志向性をもったものであるかを評価するために，本稿は，IG Metall

による様々な実践のみならず，IG Metallの派遣労働に関する問題認識および活動の構想を確認する。

構想に関わる議論を確認することによって，活動の志向性をより踏み込んで理解することができる

からである。第１章では，IG Metallの取組みの前提をなす派遣労働に関する法制度の変化と，それ

に伴う派遣労働者を巡る状況の変化を確認する。第２章では，派遣労働に関するIG Metallの問題認

識と活動の構想を分析する。第３章では，IG Metallの取組みを派遣労働者の組織化・労働協約の締

結・政治への働きかけの３つに分類して，それぞれの具体的内容を俯瞰する。

IG Metallの構想および実際の取組みの両面をみることによって，IG Metallの構想と実践が派遣労

働の規制の核心には踏み込まないものであることが確認され，また自らのアイデンティティーを規

制緩和後の労働環境に適合するものとして打ち立てようと試みていることが示唆される。すなわち，

本稿の議論から，IG Metallが上記２つの可能性のうち後者の志向性をもっていることが明らかにな

る。本稿は，ドイツ労働組合の取組みが「再規制」（re-regulation）に向けた試みであると積極的に

評価する研究に対し（e.g., Bispink and Schulten［2011］），それがあくまで規制緩和された制度枠組

みの中で妥協点を模索するものであるという見方を提示するものである。

１　労働市場改革とその帰結

（1）制度改革と派遣労働者の増加

議論の出発点として，特に2003年に実施された労働者派遣法の改正を中心に，IG Metallが派遣

労働者の組織化を推進するに至った制度的背景を確認する。
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立法における労働市場の規制緩和は，1980年代半ばの「雇用促進法」改正以降，漸進的に進行

してきた。この一連の流れを象徴するのが，労働市場と福祉制度の包括的改革を内容とする「ハル

ツ改革」の一環として法制化された「労働市場の現代化に関する法律」（2003年１月１日施行）で

あった。失業者の迅速な労働市場への復帰を目的とするこの改革の具体的内容は，非正規雇用の規

制緩和，就労支援の拡充，失業保険の給付期間短縮，求職者の基礎保障制度の創設など多岐にわた

るものであった。

これらのうち本稿の議論との関係で重要なのが，非正規雇用の規制緩和である。非正規雇用の規

制緩和の例としては，有期雇用について，高齢労働者の有期雇用の規制緩和を中心に有期雇用の利

用を拡大する方向で規制緩和措置が実施されたこと，僅少労働に含まれる労働者の月額報酬として

規定される上限額が引き上げられたこと，週当たりの就労時間制限が撤廃され，僅少労働が副業と

して利用可能とされたことなどが挙げられる（JILPT［2006］60－９頁）。これら一連の規制緩和

によって，全労働者に占める非正規労働者数の割合は加速度的に高まった（図１）。

これらの多岐にわたる非正規雇用の規制緩和措置の中でも，次章以下で検討するIG Metallの取組

みに最も大きな影響を与えたのが，労働者派遣法の一連の改正である。1972年に成立した労働者

派遣法（Arbeitnehmerüberlassungsgesetz，以下AÜG）は，雇用の創出と企業競争力の強化の要求が

強まる中で漸次改正されてきた（1985年以降の派遣労働に関わる制度改正の流れについては，表

１を参照）。一連の改正は，2003年改正による派遣初日からの均等待遇原則の導入や2011年改正

による最低賃金制度の導入，いわゆる回転ドア効果の防止措置等のいくつかの例外を除けば，全体

として労働者派遣業を自由化する方向で進められた。この自由化の傾向は，2003年改正により最

も進行したと言うことができる。なお，2003年改正以降の労働者派遣の濫用実態を踏まえて，

2011年改正ではこの自由化の傾向に一定の歯止めがかけられているが，本稿の関心は2011年改正

以前から展開されたIG Metallの活動にあるため，2011年改正については検討を省略する（１）。
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一連の改正のうち，特に派遣労働者の需要を拡大させる効果をもつのは，2003年改正中，①24

か月を上限とされていた派遣可能期間の制限の撤廃，②派遣先企業への派遣期間と派遣元の雇用期

間の一致を禁止する規定（いわゆる「同期禁止条項」（Synchronisationsverbot）の撤廃，③以前雇用

したことがある派遣労働者の再雇用を禁止する規定の撤廃である。これらの改正により，派遣元，

派遣先はより柔軟に派遣労働者を利用することができるようになった。

実際の派遣労働者数の変遷を見ても，この2003年の改革以後，その数は急激に増加している

（図２）。2004年から2008年にかけて，その数は2.7倍に増加した。2009年には金融危機の影響で

減少したものの，翌2010年以後，危機前の雇用者数を超える上昇を示した。雇用者全体の割合で

みると，2003年に1.1％であった派遣労働者の割合は，2008年に2.5％に急上昇し，2009年に一

旦２％に落ち込んだ後，2010年には再び2.5％に戻っている。

（2）均等待遇原則の労働協約による適用除外と賃金ダンピング問題

上述したように，2003年労働者派遣法には，派遣可能期間の上限撤廃等の規制緩和と同時に，

いわばその見返りとして，派遣初日からの派遣労働者と派遣先の正規労働者との均等待遇原則が導

入された。すなわち，AÜG３条１項３号により，派遣元は派遣労働者に対して，派遣先の比較可
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(2) 大橋（2007，117頁）は，「このような許可制度を前提とした擬制労働関係のうえに，均等待遇原則が導入さ

れたという点は，同原則の実効性を確保するために，きわめて重要である」と指摘する。

(3) CGZPは，３つのキリスト教系労働組合（CGM，DHV，GÖD）からなる連合体である。

能な労働者の主要な労働条件を保障しなければならないこととされたのである。さらに均等待遇原

則は，①派遣元が派遣を行うために必要とされる行政機関による許可（AÜG１条１項）の要件と

され（AÜG３条１項本文），②派遣元が当該許可を欠く場合，派遣元・派遣先間の労働者派遣契約，

派遣元・派遣労働者間の労働契約は無効とされる（AÜG９条１号）。③派遣元・派遣労働者間の労

働契約が無効である場合，派遣先・派遣労働者間の労働関係が強行的に妥当することになる（AÜ

G10条１項）。①～③により派遣元，派遣先の双方に均等待遇原則遵守のインセンティブが与えら

れることとなり，同原則の実効性が確保される仕組みとなったのである（２）。

しかし，均等待遇原則には重大な例外が盛り込まれた。すなわち，派遣元・派遣労働者間に適用

される労働協約により，均等待遇原則に基づく労働条件とは異なる規律を行うことができ，また当

該労働協約に拘束されない労働者の労働関係についても，当該労働協約の適用を合意することがで

きるとされたのである（AÜG３条１項３号）。実務上当該制度は広範に利用され，派遣労働関係の

90％以上が労働協約により均等待遇原則の適用除外を受けているとされる（川田［2009］111頁）。

均等待遇原則が貫徹されない場合にも協約自治による適正な労働条件をもたらそうという当初の

意図にもかかわらず，労働協約による均等待遇原則の適用除外は，図３に示される２つの協約編成

間の賃金ダンピング競争をもたらした。ひとつは，IG Metallをはじめとするドイツにおける８つの

主要な労働組合が加盟する，ドイツ労働組合総同盟（DGB）の協約担当部門が複数の経営者団体

と締結する労働協約である（図３①を参照）。もうひとつは，2002年に結成された，新興の協約当

事者であるキリスト教派遣人材労働組合（CGZP）がDGB系とは別の経営者団体と締結する労働協

約である（図３②）（３）。CGZPは，労働協約において，賃金をはじめとする労働条件をDGBに比べ

て低い水準で締結する傾向にあった。経営者団体の一部は，DGBよりも懐柔しやすい交渉パート
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ナーとしてCGZPを選択した。競合する組合の出現によって協約編成間の賃金ダンピング競争が生

じたため，労働協約で定められる労働条件は低い水準に留まっている（４）。

その結果，派遣労働者の賃金は，低い水準に抑制されている（cf., Kasch［2007］S.294）。図４

に示されるように，2011年において，派遣労働者の賃金の中位グループ（時間あたり10.41ユー

ロ）は，金属産業における中位グループ（15.2ユーロ）と比較すると約３分の２の水準であった。

このように，均等待遇からほど遠い状況が派遣労働の実態である。

以上，本章では労働者派遣法2003年改正に焦点を当てながら，①同法の改正（◯ア派遣期間制限

の撤廃，◯イ同期禁止条項の撤廃，◯ウ派遣労働者の再雇用禁止規定の撤廃）に伴う規制緩和により，

2003年以降派遣労働者の絶対数が急増したこと，②規制緩和と同時に均等待遇原則が強化された

ものの，労働協約による適用除外と労働組合間のダンピング競争を通して派遣労働者の労働条件は

低水準に留まっていること（５）を指摘した。

２　IG Metallの問題認識と構想

（1）派遣先労働者に対する脅威

本章は，IG Metallの派遣労働に関する問題認識の仕方，およびその問題に対処する活動の構想を

みていく。それを通じて，IG Metallの構想面における志向性を明らかにすることが本章の目的であ

る。
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(4) もっとも，2010年12月14日連邦労働裁判所決定（BAG vom 14.12.2010, NZA 2011, 289）は，CGZPが

2003年に締結した労働協約について，締結時点でのCGZPの協約能力（労働協約法２条１項，３項）を否定し，

当該労働協約の効力を否定した（緒方［2011b］）。

(5) OECDが定めるように，雇用者全体で見たときの賃金中央値の３分の２に満たない労働を「低賃金労働」とい

う。派遣労働者のうち低賃金労働にあたる者の割合は，2010年において67.7％である。これは，25歳未満の若

年層50.8％，有期労働者45.7％という他の区分に比べて高い割合である（Bosch［2012］S.6－7）。なお，35歳

から44歳では20.3％，期限の定めのない労働者では18.9％，大卒者では10.9％であった。



IG Metallの問題認識は，以下の２つに分けられる。第１に，派遣労働が派遣先の正規労働者の労

働条件に対して下方圧力を与えるという認識である（Kasch［2007］S.251；緒方［2008］55

頁）。第２に，派遣労働が最も「不安定な」（prekär）雇用形態ゆえに待遇改善が必要であるという

認識である。本節では前者を，次節では後者を扱う。

Holst u.a.（2009）は，2003年の規制緩和以後，企業にとって派遣労働者のもつ戦略的意義が変

化してきたことを示している。派遣労働者を労働力として利用する派遣先は，派遣労働者と直接労

働契約を締結せず，解雇保護に代表される労働法制上の雇用・存続コストを派遣元に転嫁すること

が可能であるため，派遣労働には，これを利用する企業にとって雇用調整が非常に容易であるとい

う性質が内在している。当初，派遣労働は企業の人員が突然に抜け落ちた際にこれを補填するもの

として，または，需要のピークに対応するための一時的な追加労働力として利用されたが，第１章

で見た規制緩和以降，企業はマネジメント・レベルの戦略の道具として派遣労働の有する上記の性

質を正面から活用するようになった（いわゆる常用代替）。具体的には，予測が困難な市場の変動

に柔軟に対応し，労働力を遊休資産化させないための調整弁や正規労働者の代替労働力として派遣

労働を恒常的に用いるようになったのである。このように派遣労働が企業戦略に密接に絡んでいく

中で，正規労働者にとって，派遣労働者は，自らと派遣労働者との潜在的な交代可能性をちらつか

せる，経営者からの「無言の脅迫」を体現するようになった（IG Metall Metallzeitung Februar 2011

S.19）。派遣労働者は，経営者にとって，経営戦略の柔軟化を労働力において進展させる存在であ

ると同時に，正規労働者に「あらゆる種類の社会的譲歩をのませる」ための道具になったのである

（Bispinck and Schulten［2011］p.33）。

派遣労働者が派遣先の正規労働者に対してもたらしたこの影響が，IG Metallが派遣労働問題への
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対応を迫られた理由の1つである。IG Metallは，少なくとも1980年代から1990年代においては，

正規労働者の利益を代表する側面が強かったといわれる（６）。それゆえ，正規労働者への脅威とし

て顕在化してきた派遣労働の問題に対してIG Metallが対処することは当然の帰結であるといえる。

前章で取り上げた図１が示すように，たしかに，全雇用者に占める派遣労働者の割合は他の非正規

雇用の下位区分に比べて低率に留まっている。それにもかかわらずIG Metallが派遣労働の問題に対

応を迫られたのは，以上のような背景があったからである。

（2）派遣労働の非統合性・周縁性

派遣労働が派遣先の正規労働者に悪影響を与える脅威として認識される一方で，派遣労働自体が

雇用形態の中で最も「不安定な」雇用形態であることが認識され，これに対処することが喫緊の課

題となった。「不安定雇用」（prekäre Beschäftigung）とは「社会保障がなく，リスクを負い，傷つき

やすく，将来計画をたてることができず，嘆願者の立場にあって急き立てられる状態である」

（Kasch［2007］S.251）。したがって，prekärには，以下で訳語として充てる「不安定な」という

意の他にも，脆弱性，精神的・肉体的負荷の高さが含意されることに留意されたい。派遣労働が最

も不安定である理由は，派遣先において保護のシステムから「非統合」の状態に置かれるため精神

的・肉体的負荷が大きいことに加えて，彼らに対する要求水準の高さがそれらの負荷に上積みされ

るからである。

正規労働者は，一貫性のある指揮命令系統，労働組合や事業所委員会といった労働保護システム，

社会保障システムに統合されている。これに対して，派遣労働者は，派遣元企業と諸々の派遣先企

業が接する境界面において周縁的存在として移動し続けるゆえに，労働保護システム，訓練システ

ム，社会的紐帯，情報の流れ，組織的資源の活用から遠ざけられたままであり，高い負荷がかかる

状況を絶え間なく強いられる。しかしながら，派遣先において，派遣労働者に対する要求水準は高

い。なぜなら，派遣先企業は，派遣労働者に対して，即戦力として短期間で十分な成果を達成する

ことを期待し，要求するからである。派遣労働者は，新しい職場環境，新しい要求に，そのつど素

早く対応しなければならない。Fuchs und Conrads（2003）は，派遣労働者が派遣労働者以外より

精神的負荷が高い場合があることを実証している。

派遣労働の問題に対するIG Metallの活動構想は，Kasch（2007）の中でまとめられている。ここ

まで見てきたように，派遣労働の非統合性と周縁性，精神的・肉体的負荷の高さゆえに，派遣労働

者の待遇改善が要請される。ひとまず引き出される対策が，派遣労働者の労働条件を，派遣先労働

者と同一の労働について「同一賃金」「均等待遇」へとできる限り近づけていくことである。なお，

ここでいう均等待遇とは，特別手当，訓練機会，福利厚生などの待遇を派遣先労働者と均等にする

ことを指す。ただし，これらが達成されたとしてもなお，派遣労働者が正規労働者と完全に同様の

待遇を得られることはない。例えば，派遣労働者が直面する不利益として，真っ先に雇用の調整弁
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(6) Ebbinghaus（2003）は，OECD諸国の比較から，ドイツの労働組合の特徴が「中核労働者」の割合の高さであ

ることを示した。中核労働者とは，高技能を資格づけられており，賃金水準や雇用の継続を産別労働協約および

事業所協定によって強固に保護されている男性正規労働者である。ここから，IG Metallが中核労働者志向の戦略

をとってきたことが示唆される（cf., 近藤［2009］205頁）。



とされる，休暇手当の不足，企業年金の欠如，職場を転々としながら高い要求水準に応えてゆく点

が挙げられる。

それゆえ，IG Metallの目標は，派遣労働という雇用形態を，協約や協定を通じて，期限の定めの

ない雇用に移行させる「橋渡し」として制度化することである（Kasch［2007］S.314）。「われわ

れのゴールは，失業者に対して期限の定めのない雇用への橋渡しとして派遣労働を提供することで

ある」（ebd. S.308）。

（3）不安定雇用に関するIG Metallの議論

労働組合が派遣労働者を組織し，集団的交渉により交渉力の構造的劣位を調整することは，派遣

労働の性質上極めて困難である。なぜなら，派遣労働者は派遣元に雇用されるが，実際の就労は派

遣先においてなされ，その派遣先が属する産業分野も一定でないからである。このような状況は，

派遣労働者の半数以上が就労する金属・電機産業を管轄するIG Metallにとって，正規労働者を中心

的組織対象とする従来の協約政策そのものの転換を迫る深刻で危機的な状況であった。これに対処

するため，IG Metallは，従来の中心的組織対象である正規労働者と派遣労働者を含めた「不安定な」

労働者の紐帯になりうる議論を発展させてきた。この議論は，「労働の質」全体に関するビジョン

を設定しつつ，具体的な改善手法を探究していくという「IG Metall良い仕事プロジェクト」（IG

Metall Projekt Gute Arbeit）の中でなされている。

「良い仕事」は，賃金，労働時間にくわえ，健康保護，業績の過大な要求からの保護，学習機会，

年齢に見合う職務設計といった，労働の質全体を高める運動において掲げられるビジョンとして，

1990年代以降，IG Metall内で用いられてきた。もともとこのプロジェクトは，職場環境の改善や

組織化における活動と直結するものであった。「この事業所にとっての良い仕事とは何か」という

問いに対し，従業員自らが「悪い仕事」（schlechte Arbeit）を確認し，「良い仕事」を定義し，最終

的にはより良い仕事環境に向けた改善運動に参加する。従業員それぞれにとっての問題を認識させ

たうえでより良い仕事に目を向けさせるこの未来志向型の手法は，ホワイトカラー／ブルーカラー，

正規労働者／非正規労働者，老齢労働者／それ以外の労働者といった立場の異なる労働者間の対立

軸を表面化させにくい点で有効な手法であったため，組合内のみならず，社会的にも広がりをみせ

た。

良い仕事プロジェクトの広がりの中でも本稿の議論に関連するのは，非正規労働者の急激な増加

という社会状況の変化に対応するために，重点的な改善活動を要する項目のひとつとして，「不安

定雇用を食い止める―負荷とリスクの軽減」という論点に焦点が当てられた点である（IG Metall

Geschäftsbericht［2003－2006］S.126）。不安定雇用についての認識枠組みは，『IG Metall良い仕

事プロジェクトハンドブック』に所収のKasch論文にまとめられている。

不安定雇用を中心とした認識枠組みは，「正規雇用と対比される非正規雇用」といった，法制度

や雇用関係によって与えられる観点に対して，労働者の主観および労働の質に焦点を当てる枠組み

として構成されている（Kasch［2007］S.255）。これは，正規／非正規という区分のみならず，

不安定な状態に陥ることへの恐れという感情の有無，労働保護システムや企業内の社会的関係への

統合もしくは分断，という観点から切り取られた区分である。
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Kasch（2007, S.257）は，社会学の先行研究に依拠しつつ，「統合のゾーン」，「不安定のゾー

ン」，「分断のゾーン」という３つの区分を提示した（表２参照）。表の上位に位置づけられるほど，

良い仕事であるとされる。本稿の議論において重要なのは，「統合のゾーン」の中でも，「不安な

人々」と，労働者の３人に１人が属するとされる「降格に脅かされる人々」である。彼らは，正規

労働者でありながらも，不安定な状況に陥ることへの恐れを抱いている。したがって，彼らは，不

安定労働者ではないが，潜在的に不安定な存在（prekäres Potenzial）を構成する（ebd. S.256）。そ

れゆえ，正規／非正規を捉えるときのような明瞭な区切りはなく，「不安定のゾーン」の上層には，

グラデーションの濃淡をもって「潜在的に不安定な存在」が位置づけられているのである。

「不安定雇用を食い止める――負荷とリスクの軽減」という良い仕事プロジェクトの取組みの一

つが熱心に議論され，かつ，組合内に根付いてきたのは，「統合のゾーン」の中にも，転落の恐怖

を抱えている人々が相当数存在するからであり，不安定雇用を中心に据えた議論の仕方が彼らの危

機感に呼応するものであったからであると考えられる（７）。

この不安定雇用を中心に据えた区分の仕方は，運動の下地となる認識基盤として有効な枠組みで
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(7) Bosch（2012）は，雇用者のうち「低賃金労働」層に当てはまる者の割合が1995年の17.0％から2010年には

23.2％へと増加したことを示した。有期労働者のうち低賃金労働に当たる者の割合が増加しているのはもちろ

んのこと（26.9％から45.7％），期限の定めのない雇用者における低賃金労働者の割合も増加した（16.2％から

18.9％）。



あるといえる。その理由は，先に述べたように転落の恐怖という感情に呼応するからだけでなく，

正規／非正規という雇用関係にもとづく明確な法的分類によってもたらされる労働者間の断絶や無

関心を前景化させにくいからである。繰り返し述べるように，「不安定さ」がグラデーションをも

つ捉え方であるために，直接的に「不安定のゾーン」に属さない人々に対しても，その潜在性を想

起させ，それゆえ運動への支持に結びつくのである。

（4）小 括

本章において，派遣労働に関するIG Metallの問題認識および活動の構想を確認してきた。ここか

ら，以下の２点が浮き彫りになる。

第１に，IG Metallの派遣労働に対する取組みは，派遣労働者の待遇改善としては意義があるもの

の，派遣労働自体の是非を含めて考察すると，派遣労働の広がりに伴って出現した問題への弥縫的

な対処といわざるを得ない点である。なぜなら，利用事由規制と派遣期間・更新回数制限という派

遣労働の使用そのものを制限することに直結する論点は扱われていないからである。IG Metallはハ

ルツ改革を辛辣に批判してきた。しかし，IG Metallの構想は，規制緩和の流れを押し戻そうと画策

するものではなく，むしろ規制緩和によって生じた問題にのみ対応する内容であるということがで

きる｡

例えば，「同一労働，同一賃金」は，改革後，制度の運用面で生じた問題，つまり先に述べた賃

金ダンピング問題を是正する取組みとして捉えられる。この取組みは，派遣労働者の劣悪な労働条

件を改善するという社会問題の是正であると同時に，IG Metallにとって看過できない弊害，つまり

派遣労働が正規労働者に与える負の影響を緩和するという点で，正規労働者の利益にかなうもので

ある。なぜなら，派遣労働の使用コストが増大することによって，経営者が正規労働を派遣労働に

代替する可能性，ならびに正規労働者への労働水準の引き下げ圧力はいくぶんか抑制されることが

予想されるからである。しかし，本稿が議論の初めに仮定した，IG Metallがとりうる２つの志向性

という視点からみると，IG Metallの到達目標が，このような間接的な抑制ではなく，利用事由規制

と派遣期間・更新回数制限という派遣労働の直接的な「再規制」に至るものであってもよいはずで

ある。にもかかわらず，あくまで「待遇改善」にとどまっていることは，国際競争の激化や労働コ

ストの引き下げ圧力といった企業が直面する状況下で，IG Metallが，規制緩和を不可避のものとし

て承認していることをうかがわせる。

また，「橋渡し」の制度化は，ある意味では，ハルツ改革において掲げられた「理念」を明確に

制度化する動きである。ハルツ改革において，派遣労働の規制緩和が正当化された理由が，「派遣

労働の橋渡し効果」である。これは，失業者が正規労働に就労するための踏み石として派遣労働が

機能することを期待するものであった。ハルツ改革においては，このような「期待」のもとで派遣

労働の規制緩和が正当化されたが，IG Metallは，そのような効果は確認されないとして，協約・協

定を通じて橋渡し機能を明示的に構築することを重要視した。

本章が浮き彫りにしたのは，第２に，IG Metallが規制緩和後の社会環境に見合う自らのアイデン

ティティーを打ち立てようと試みている点である。繰り返し述べてきたように，ここでのIG Metall

の議論の組み立て方には，正規労働者／非正規労働者といった労働者内部での対立軸を前景化させ
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ない工夫が見出される。少なくとも1990年代まで，他国に比べてドイツの労働組合は正規労働者

の利益を代表する性格が強かった（Ebbinghaus［2003］）。IG Metallは正規労働者の利益にかなう戦

略によって組合員の凝集性を保っていたのである。IG Metallが様々な立場の労働者をゆるやかに包

摂する議論を展開しはじめたことは，非正規労働者の増加をはじめとする労働環境の変化に順応す

るために自身のアイデンティティーを変質させる動きとして捉えることができる。

３　派遣労働に関わるIG Metallの取組み

（1）派遣労働者の組織化・派遣労働の社会問題化

IG Metallによる派遣労働者の待遇改善に向けた活動は，2000年代前半から行われてきたが，と

りわけ2008年以降，全国規模で大々的に展開された。以下では，IG Metallの取組みを「派遣労働

者の組織化・派遣労働の社会問題化」（本節），「労働協約と事業所協定による待遇改善」（次節），

「政治への働きかけ」（第３節）の３つに区分してみていく。

派遣元企業において派遣労働者を組織することは困難であるため，IG Metallは，「同一労働，同

一賃金」（Gleiche Arbeit-Gleiches Geld）キャンペーンを2008年から全国規模で展開し，街頭で，ま

た派遣先企業において派遣労働者の組織化を推進してきた（８）。

キャンペーンの中では，派遣労働者に対する個人ベースの支援を窓口として組織化が図られた。

支援の例は，ホットラインの開設，地域組織における相談所の設置，小冊子の配付である。そこで

は組合員になる利点として，派遣労働にまつわる典型的な問題に対する確実な保護，困難な問題に

対する助言と支援が挙げられる。

また，このキャンペーンは，派遣労働者の組織化以外に，以下の２点の目的を併せもっていた。

第１に，派遣労働の社会問題化である。つまり，派遣労働の待遇改善の必要性を社会的に啓蒙する

ことである。IG Metallは，これを通じて，自らが派遣労働者の利益を代表する組合であることを，

当の派遣労働者のみならず，正規雇用の立場にある者，ひいては社会全体に認知させようと試みた。

第２に，派遣労働を政治の争点とすることである。これらの目的を達成するために，メディアの注

目を集めるセンセーショナルなイベントを織り込みながら，各都市においてキャンペーンが展開さ

れた。

全国規模の取組みと並行して，事業所内においても組織化が進められてきた。その特徴は以下の

２点である。第１に，派遣労働者の利益代表を担当する者を配置する点である。その利益代表が中

心となって，派遣労働者の組織化，当該事業所の雇用者も含めて派遣労働の待遇改善要求に向けた

動員がなされる。第２に，組織化が実際的なツールを用いて展開された点である。ツールの例とし

て，事業所の活動を担う，組合の職場委員と事業所委員向けの冊子が挙げられる。これには，派遣

労働の使用制限を達成したモデル・ケースについて各段階における要求や法的文書の雛形が掲載さ

れており，具体的な行動を促す工夫がなされている（e.g., IG Metall“Basis-Check”;“Klar im
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(8) キャンペーンの詳細については「同一労働，同一賃金」公式サイト（http://www.gleichearbeit-gleichesgeld.de/）

を参照（2013年９月15日アクセス。インターネット上の情報については以下全て同じ）。これ以前から地域支

部レベルで展開されてきた運動については，Kasch（2007, S.304－6）および緒方（2008）を参照。



Recht”）。

キャンペーンの成果として，以下の４点が確認される。第１に，Instituts fü r Allensbachによる

2010年の調査である（IG Metall Geschäftsbericht［2007－2010］S.205－６）。「派遣労働という仕

事があっても良いと思うか」という質問に対して「良くない」と答えた調査対象の市民の割合は，

2007年においては40％であったのが，2010年には60％へと増加した。第２に，このキャンペー

ンの支援者が，経済学者のみならず，政治家，地方自治体首長，教会，ユダヤ社会へと広がりをみ

せた点である（ebd. S.207）。第３に，各党の政治家が派遣労働についての自らの立場を表明せざ

るを得なくなった点である。第４に，2012年までに50,000人を超える派遣労働者を組織化した点

である（９）。派遣労働者の新規加入者は，キャンペーンの開始年である2008年において約10,000人

であり，2012年においては14,722人であった。

ところで，IG Metallは，2010年までの22年間，組合員数の減少に悩まされてきた。この傾向は，

IG Metallのみならず，DGBに加盟する諸労組全体の傾向でもある（図５）。しかし，2011年と

2012年において，IG Metallの組合員数は一転して増加している。派遣労働者をはじめとする非正

規労働者の加入がその要因である（10）。派遣労働者の組織化という新たな取組みは，組合員数の漸

減という長期にわたる傾向を打開する契機にもなった（図５を参照）。

（2）労働協約と事業所協定による待遇改善

第１章において述べたように，派遣元企業の経営者団体と労働組合からなる２つの協約編成間で

賃金ダンピング競争が生じていたため，IG Metallは，「派遣先」に対して「産業レベル」の労働協
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(9) 派遣労働者の加入者数は，Bispinck and Schulten（2011, p.43），IG Metall Metallzeitung Februar 2013，「同一労

働，同一賃金」公式サイトより確認。

(10) EIROnline Germany 03 May 2012（http://www.eurofound.europa.eu/eiro/2012/03/articles/de1203019i.htm）およ

び EIROnline Germany 16 May 2013（http://www.eurofound.europa.eu/eiro/2013/04/articles/de1304019i.htm）を

参照。



約と「企業レベル」の合意（11）を通じて派遣労働者の待遇改善を求めてきた（12）。

産業別労働協約において注目されるのは，鉄鋼産業における2010年の労働協約である。この協

約は，産業別労働協約としては，初めて同一賃金に関する条項を含むものであった。IG Metallは，

鉄鋼産業を，派遣労働者の同一賃金を規定するモデル産業として定めるべく交渉に臨んだ。IG

Metallが鉄鋼産業をモデル産業として選択した理由は，この産業に属する多くの個別企業において，

事実上，同一賃金がすでに実現していたため，経営者団体がIG Metallの要求に応じることを期待で

きたからである。

次に注目されるのが，2012年５月に，IG Metallが派遣元企業団体と締結した，派遣労働者の特

別手当を定める協約である。これは，IG Metallが２つの派遣会社団体，BAP（人材サービス業者全

国使用者連盟）およびiGZ（ドイツ労働者派遣事業協会）と締結した協約である。当該協約によれ

ば，同一の派遣先企業における就労期間に応じて特別手当が派遣労働者に支払われる。具体的には，

まず，６週間後に給与の15％分の特別手当が支払われる。その後，３か月後に同20％，５か月後

に同30％，７か月後に同45％，９か月後に同50％と続く（規定は９か月まで）（13）。

この協約は，派遣労働者の派遣先として最大の産業である金属・電機産業において派遣労働者の

待遇改善を進展させた成果として評価されるものの，先に取り上げた2010年鉄鋼産業の協約に比

べると，「同一労働，同一賃金」に到達する途上での「妥協」であったといえる。

これら産業レベルでの協約の締結と並行して，IG Metallは，企業別協約の締結，および事業所委

員会の活動支援によって，個別に派遣労働者の待遇改善を図ってきた（14）。締結された内容として，

賃金その他労働条件の改善，派遣労働の使用制限，派遣労働から正規雇用への橋渡しが挙げられる。

事業所協定の事例として，ダイムラー・クライスラー（現ダイムラー）ヴェルト工場の事例を取り

上げる（Kasch［2007］S.307－9）。

この工場においては，事業所協定の締結を受けて，Kasch（2007）執筆時点で約600人の派遣労

働者が正規労働者と同一の賃金と同一の諸手当を受けている。また，新規採用における原則が取り

決められている。それは，期限の定めのない雇用者を新規に採用する必要がある場合は，すでに同

社で就労している派遣労働者から採用するという原則である。さらに，コンツェルン全体の合意と

して，各工場において派遣労働者が全従業員の４％を超えてはならないことが決定されている。
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(11) 事業所協定の協約締結主体は，IG Metallではなく各事業所の事業所委員会である。しかし，非正規雇用の待遇

改善に成功したケースに限ってみると，IG Metallが事業所委員会の活動を支援していることがほとんどである。

(12) ただし，2010年連邦裁判所判決によって，CGZPと労働協約を締結してきた経営者団体の傘下企業は金銭的に

大きな負担を強いられることとなった（注4を参照）。それによって，IG Metallを含むDGB系の協約編成に競合

するCGZP系の協約編成は勢いを殺がれた。これ以降，IG Metallは「派遣元」の経営者団体とも待遇改善の交渉

を進めてきた。

(13) 具体的にみると，旧西ドイツにおいて，賃金グループ１に属する派遣労働者は，６週間後に171ユーロ，９か

月後に622ユーロの特別手当を受け取る。同様に，報酬グループ４については，246ユーロと821ユーロ，報酬

グループ９については414ユーロと1,381ユーロとなる。IG Metall（2012）“Tariferfolg fü r Beschä ftigte in

Leiharbeit,”（http://www.friedrichshafen.igm.de/downloads/artikel/attachments/ARTID_59099_N5Q2cz?

name=Broschuere.pdf）。

(14) Bispinck and Schulten（2011, pp.44－5）では，企業別協約と事業所協定の事例が複数取り上げられている。



同一賃金に至らない妥協も含めて，派遣労働者の待遇改善に結び付いた協約や協定は1,200を超

えるとされる（IG Metall Metallzeitung Februar 2013, S.8－9）。効果を及ぼす派遣労働者の数という

点でいうと，当然のことながら，企業別労働協約および事業所協定という企業レベルでの合意は，

産業別労働協約に劣るものである。しかし，鉄鋼産業における2010年協約からも看取されるよう

に，企業レベルでの合意は，将来的に企業戦略や産業別協約に影響を与える先駆的事例として作用

するという意義を有する。また，特定の工場または子会社によって締結された企業別協約や事業所

協定をきっかけに，親会社で派遣労働者の待遇改善を図る規定が採用されるケースがある

（Bispinck and Schulten［2011］pp.44－5）。

ここまで，さまざまな協約や協定を通じて派遣労働者の待遇改善を図るIG Metallの取組みをみて

きた。先行研究においては，同一賃金への取組み，とりわけ2010年の鉄鋼産業における同一賃金

の達成に焦点が当てられる傾向にある（e.g., JILPT［2011］７頁）。大規模キャンペーンにおいて

IG Metall自身が「同一労働，同一賃金」をスローガンに掲げて行動していたことから，これは当然

のことである。しかし，先に確認したIG Metallの到達目標として忘れてはならないのは，派遣労働

から正規雇用への「橋渡し」の制度化である。それを達成したのがダイムラー・クライスラーの事

例であった。もっとも，現時点でそのような「卓越した事例」は，IG Metallの企業内組織および事

業所委員会が強力であり，かつ，企業の体力があるところに限られている（Bispinck and Schulten

［2011］；Kasch［2007］）。

（3）政治への働きかけ

協約や協定を通じた派遣労働者の待遇改善は，漸進的に進行せざるをえず，また，包含範囲が限

定的である。このことは，2011年時点において，派遣労働者全体の賃金が，例えば金属産業の企

業に直接雇用されている労働者と比べると，未だ低水準にとどまっていることから明らかである

（第１章図４を参照）。IG Metallは，労働者派遣法から「労働協約による均等待遇原則の適用除外」

の規定を取り除くことを政治に対して要求している。要求は，先に取り上げた「同一労働，同一賃

金」キャンペーンを通じて，また，政治デモを通じて，主張されてきた。

ハルツ改革から2008年のIG Metallのキャンペーンまでの間，政治の領域においては，派遣労働

者の均等待遇が有名無実化している問題については議論が活発ではなかった。しかし，IG Metallの

キャンペーンやデモが派遣労働を社会問題化させたことを一因に，派遣労働者の不均等待遇問題が

政治的に争点化し，諸政党による議論が進展した。その結果，2011年２月に，労働者派遣法を改

正して派遣労働の最低賃金が導入されることが決定した（2012年１月施行）（15）。

最低賃金制度の導入は，当然のことながら，あくまで「最低基準」の法的な規制であり，「同一

賃金」の法的な保障とは何ら関係がない。労働社会省の法規命令による最低賃金の導入に際し，フ

ォン・デア・ライエン労働社会相は，同一賃金については労使が協約の中で合意するよう要請して
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(15) 2012年1月より導入される最低賃金額は，東部7.01ユーロ，西部7.89ユーロ。同年11月に，東部7.50ユーロ，

西部8.19ユーロに引き上げられた。連邦労働社会省ホームページ プレスリリース“Zeitarbeit hat ihren Wert”

（http://www.bmas.de/DE/Service/Presse/Pressemitteilungen/mindestlohn--zeitarbeit-branchen.html）を参照。



いる（16）。つまり，労働社会相は，派遣労働者がどれだけの期間，派遣先において働くことによっ

て同一賃金の権利を得ることができるかについては，「協約自治」の中で調整されるべき問題であ

るとする立場をとっているということである。協約自治は，この場合，派遣労働ロビーの圧力にさ

らされる政府が「同一賃金」に対する非対応を正当化する理由として用いられている。IG Metallは，

もちろん協約自治を重要視しながらも，先に挙げた理由から，同一賃金について法的支援の必要性

を主張している（17）。

（4）小 括

ここまで，派遣労働の問題に関するIG Metallの実践を確認してきた。社会レベルでの派遣労働の

待遇改善キャンペーン，政治への働きかけ，産業別協約，および，企業レベルでの合意（企業別協

約および事業所協定）の締結という実践をみると，以下の２点が浮き彫りになる。

第１に，争点が「同一賃金」や「均等待遇」という派遣労働者の待遇改善にあり，その一方で，

利用事由規制および更新回数・派遣期間制限といった派遣労働の利用規制そのものに直結する内容

は社会的・政治的アピールや労使交渉の中心的論点となっていない点である。したがって，IG

Metallの実践は，経営者側に対して，派遣労働の活用を実質的に認めつつも，派遣労働者と正規労

働者双方のリスクを減じるための妥協を引き出そうとする試みであるといえる。「同一賃金」や

「均等待遇」は，前章の小括において述べたように，派遣先の正規労働者にとってみれば，自身の

労働条件への悪影響また派遣労働への代替リスクを抑制しうる対策である。それゆえ，この取組み

は，地位の異なる労働者間や組合員間の競争を「緩和する」ことに結び付く点で，労働者間の連帯

を促進する政策であった（18）。これらのことから，経営者に対する譲歩，正規労働者に対する悪影

響を緩和する必要性，派遣労働の賃金ダンピング問題や派遣労働者の脆弱性や不安定性への対応と

いう組合を取り巻く課題の妥協点として，IG Metallは「同一労働，同一賃金」を中心的争点に据え

たと考えられる。

第２に，派遣労働の待遇改善活動が，IG Metallの中核的な構成員といえる正規労働者に対する啓

蒙という側面をもっている点である。事業所によっては，派遣労働者の待遇改善に積極的ではない

場合があるという（緒方［2008］）。キャンペーンは，派遣労働者をも包含する，より広範な利益

代表としての立場をとることを，対外的にのみならず，対内的にも認知させることを通じて，中核

的な構成員からの協力を引き出すための試みであったといえる。IG Metallが地位の異なる労働者を

包含するという立場を明確に打ち出すことは，非正規労働者を加速度的に増加させた制度的な前提

を再規制の方向に押し戻すことを志向するのではなく，その状況を所与のものとして，その中で自

身の活路を見出そうと試みていることを鮮明に示している。実際，先に述べたように，派遣労働者

86 大原社会問題研究所雑誌　№671・672／2014.9・10

(16) EIROnline Germany 23 April 2012（http://www.eurofound.europa.eu/eiro/2012/02/articles/de1202029i.htm）を

参照。

(17) IG Metallホームページの記述だけでなく，協約担当者へのインタビューを通じて，IG Metallが法的支援を必要

とする立場をとっていることを確認した。

(18) IG Metall本部のIlko Vehlow氏（FB Tarifpolitik）およびMartin Krämer氏（Grundsatzfragen und Gesellschaftspolitik）

に確認した（2013年６月10日）。



をはじめとする非正規労働者を積極的に取り込んできた結果，20年以上続いてきた組合員の漸減

に歯止めがかかった。

このことは，制度変化が組合員のリスクの増大といった組合に対する悪影響を与えたと同時に，

潜在的な組合員を生み出すことによって，組合に組織維持の余地を与えるという正の効果も与えた

ことを意味する。IG Metallは，制度変化によって被る悪影響を緩和すると同時に，制度変化によっ

て創造された可能性を最大限に利用することを試みたといえる。

以上のことから，IG Metallの取組みはあくまで，第１章および第２章において確認したような派

遣労働にまつわる問題を解決ないしは緩和する範囲内の対応であり，急激に拡大する派遣労働の利

用そのものを規制する目的をもったものではなかったと評価することができる。

おわりに

本稿の目的は，規制緩和から10年間の派遣労働に関するIG Metallの取組みが，規制緩和された

労働市場を再び規制された状態に押し戻すことを志向した試みであったのか，規制緩和によって生

じた社会環境に順応する試みであったのかを明らかにすることであった。ここまでの議論から，以

下の２点が確認された。

第１に，活動や交渉の争点はあくまで派遣労働の「待遇改善」であり，派遣労働の積極的な「再

規制」とは言い難いという点である。たしかに，IG Metallは広報媒体等を通じて，派遣労働自体が

公正ではないことを主張している（e.g., Metallzeitung Februar 2011, S.19－20）。しかし，IG Metall

の活動構想および実際の取組みの両方を確認すると，重点課題は派遣労働の正規労働者との同一賃

金や均等待遇，そして最終的には正規雇用への橋渡しの制度化であり，その一方で，利用事由規制

と派遣期間制限という再規制に直結する内容には光が当たっていないことが浮き彫りにされた。し

たがって，争点の中心に据えられている「同一労働，同一賃金」は，規制緩和後の枠組みを実質的

には受容しつつも，正規労働者に及ぼされる悪影響，賃金ダンピング問題や派遣労働者の健康問

題，といった諸問題に対処せざるを得ない組合が導き出した，活動目標の妥協点であったと考え

られる。

第２に，派遣労働の問題に関わる構想と実践を通じて，組合のアイデンティティーを再構築する

試みが行われている点である。IG Metallは，正規労働者の利益代表としての性格が強いと言われて

きた。しかし，派遣労働に関わるIG Metallの議論の組み立て方には，正規労働者／非正規労働者と

いった対立軸を前景化させることなく，地位の異なる労働者の利害をゆるやかに包摂しようとする

工夫がみられる。また，全国規模のキャンペーンは，IG Metallが派遣労働者の利益代表であること

を広報する目的や派遣労働の問題に対して正規労働者から協力を引き出すという啓蒙活動の目的を

もっていた。これらの取組みは，規制緩和後に非正規労働者が加速度的に増加していることを受け

て，正規労働者からより広範な労働者の利益代表へと組合のアイデンティティーを再構築する動き

として捉えられる。

以上から，派遣労働に関するIG Metallの立場は，規制緩和によって生じた社会環境に順応するこ

とを志向し，その枠内で，労働者のリスクを減じるための妥協を経営者側から引き出すことを目指
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していると評価される。この理解は，国際競争の激化や労働コスト引き下げの必要性といった企業

経営上の課題が深刻化するに伴い，労働組合が雇用保障を求めて経営者側寄りの妥協を結ぶように

なっていったと指摘するジュロバトカ（2013）やPalier and Thelen（2010）の見解に連なるもので

ある。
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